《 大規模 》（学校等）

○○○消防計画（地震防災規程）

震災対策
第１節  計画の目的、適用範囲

（目的）

第1条 この計画（規程）は、平成１４年４月２４日に名古屋市が大規模地震対策特別措置法（以下「大震法」という。）第３条第１項に規定する地震防災対策強化地域（以下「強化地域」という。）に指定、公示されたのをうけ、強化地域内の当校（学園）にあっては、消防法第８条第１項に基づき、別に定めのある○○○消防計画の内、消防法施行規則第３条第３項の規定（大震法第２条第３号に規定する地震予知情報等の伝達に関すること及び大震法第２条第１３号に規定する警戒宣言の発令時における避難誘導、並びに自衛消防の組織に関すること等を盛り込んだ震災対策の策定）に適合する消防計画の変更（作成）が義務付けられたことをうけ、新たにこれらの震災対策を定めることにより地震による混乱防止、発災後の被害軽減を図ることを目的とする。

（諸規定との関係）

第２条　震災対策については、別に定めのある場合を除き、この計画（規程）の定めによる。ただし防災教育及び訓練等にあっては、防火教育及び消防訓練も含むものとする。

（適用範囲）

第３条　この計画（規程）は、      に勤務し（居住し）若しくは、出入りするすべての者に適用する。

第２節　震災予防対策及び地震発生時の行動

（震災予防措置）　
第４条　各階の火元責任者は、地震時の災害を軽減又は防止するため、日頃から次のような措置を実施するものとする。

（1）ロッカー、自動販売機等の転倒防止措置を行う。
（2）窓ガラス、看板、広告塔等の落下、飛散防止措置を行う。
（3）火気使用設備・器具からの出火防止措置を行う。
（4）危険物等の流出、漏えい防止措置を行う。
（5）高所に置かれた重量物にあっては、極力低所に移動又は、確実に固定する。
（6）震災（災害）用の備蓄品を確保するとともに、定期的に点検する。
	備蓄品目（例）
	数　量
	備蓄場所

	飲料水（1人1日あたり3リットル）
	
	事務室

（防災センター）

	非常用食料（缶詰、乾パン等）
	
	

	応急手当セット（三角布、包帯、医薬品、ばんそうこう、ガーゼ、はさみ、ピンセット等）
	
	

	懐中電灯、予備乾電池
	
	

	携帯用ラジオ（携帯用テレビ）、予備乾電池
	
	

	トランシーバー、予備乾電池
	
	


（7）次の救助、救出用資機材を確保するとともに、定期的に点検する。
	救助、救出用資機材品目(例)
	数　量
	保管場所

	シャベル（スコップ）、つるはし
	
	○階倉庫

	ジャッキ（○ﾄﾝ用）
	
	

	ハンマー
	
	

	金てこ、鉄パイプ
	
	

	ロープ
	
	

	ヘルメット
	
	

	軍手（又は皮手袋）
	
	


※　なお備蓄品内飲料水及び非常食にあっては、帰宅困難等により校内に滞留が予想される生徒数及び職員数等を満たす数量を確保する。

　また救助、救出用資機材の数量にあっては、保安要員数を満たす数量を確保する。

（地震発生時の安全措置）
第５条　地震が発生した場合には、次の措置を講じるものとする。

（1）地震発生直後は、職員、生徒それぞれは自身の安全を守ることを第一とする。
（2）火気使用設備・器具の直近にいる職員は、速やかに元栓、器具栓の閉止及び電源遮断を行い、各火元責任者はその状況を確認する。
（3）火元責任者は、火災等二次災害の発生を防止するために速やかに建物、火気使用設備・器具、危険物施設等について点検・検査を実施し、防火管理者に異常の有無を報告するとともに、異常が認められた場合は直ちに応急措置を行う。
（4）各設備・器具は、必ず安全を確認し防火管理者へ報告した後で使用する。

（地震発生後の活動）
第６条　地震発生後における活動は、別表１自衛消防組織編成表及び任務分担表にある自衛消防活動のほか、次の事項についても行うものとする。
（1）出火防止の措置
　各班にあっては、各区域の火気使用設備・器具等の使用停止及び停止確認をするとともに、その報告を自衛消防隊長へ行うものとする。
（2）情報の収集
　通報連絡班は、周辺の被災状況を把握するとともに、火元責任者等から積極的に情報を収集し、自衛消防隊長へ報告するものとする。
（3）消火活動
　ア　消火班は、発災場所の状況を把握し、重要な施設等の消火活動に当たるものとする。
　イ　館内に火災がなく、その他の被害も少ない場合で、周辺に火災が発生している場合は、自衛消防隊長の命令により消火に協力するものとする。
（4）避難誘導
　ア　避難誘導班は、〇〇に誘導された生徒及び職員を指定避難場所へ誘導するものとする。
　イ　避難路及び指定避難場所は、別図○によるものとする。

第３節　警戒宣言発令時の組織等
（地震対策のための自衛消防組織）

第７条　大震法に基づく警戒宣言が発令された場合の自衛消防隊は、別表２に定める任務を行うものとする。

（夜間、休日における自衛消防組織）

第８条　夜間、休日において警戒宣言が発令された場合は、別表３に定める体制をとり、別表２の任務を行うものとする。

２　別に定める連絡表により必要な職員を招集するものとする。

３　警戒宣言の発令を知ったとき、保安要員は自主的に参集するものとする。

（授業の可否等）

第９条　警戒宣言が発令された場合は、教職員等の時差退社及び残留保安要員の確保を図り、授業をはじめとする教育活動を打ち切る。

２　（幼稚園、養護学校の幼児、児童）生徒は、保護者への引渡しを原則とする、ただし、引渡しまでの間は学校、幼稚園で保護する。

３　小（中）学校の生徒は、あらかじめ保護者との間で決められた集団下校等の方法で帰宅させる。

４　高等学校の生徒は、あらかじめ決められた安全な方法で帰宅させる。

５　出勤途上又は外出中に警戒宣言の発令を知った場合は、保安要員以外は帰宅し、待機する。

６　防火管理者は、教職員の時差退社の計画を別表４により作成しておくものとする。

７　警戒宣言発令中は、学校等は休園（校）する。

８  各項の帰宅方法については教育委員会の指導に基づき計画したものを最優先し、必要に応じ地震対策委員会で方針を決定する。

第４節　東海地震注意情報の発表から警戒宣言が発令されるまでの措置
（東海地震注意情報の報告等）

第10条　東海地震注意情報の発表を知った職員は、直ちに防火管理者等に報告する。

２　報告を受けた防火管理者等は、テレビ・ラジオを通じて情報確認のうえ、本計画に基づく必要な措置をとるものとする。

（地震対策委員会の招集等）

第11条　委員長は東海地震注意情報の発表を知ったときは、地震対策委員会を招集し、事前に計画された次の事項を協議し、決定するものとする。

(1) 東海地震注意情報発表時の段階における対応措置

　ア　東海地震注意情報の伝達方法

　イ　自衛消防隊の任務の確認

  ウ  東海地震注意情報発表時における保安要員以外の教職員等の帰宅について（別表４）

(2) 警戒宣言発令時における生徒等の取り扱い

(3) 出火防止のための応急措置及び設備の点検

(4) 時差退社の決定及び残留者の確認

(5) その他必要な事項

２　地震対策委員会の構成は、別表５のとおりとする。

３　委員長は、各自衛消防隊員等に対し、速やかに地震対策委員会の結果、警戒宣言が発令された場合の措置、任務分担等必要事項を伝達指示するものとする。

（生徒等への伝達）

第12条　職員及び児童、生徒に対し、放送設備により、東海地震注意情報について別に定める放送文例をもって伝達するものとする。

(1) 授業中の場合

校内放送を使用し、一斉に伝達するとともに、各教室の職員は生徒等に対し、判定会の内容等について説明する。（会議を開く場合はその旨伝達する。）

(2) 休み時間中の場合

チャイム及び校内放送により生徒等を各教室に戻し、前(1)に準じ伝達する。

(3) 放課後の場合

残っている生徒等に対しては、校内放送により、講堂、体育館等に集め伝達する。

第５節　警戒宣言発令から地震発生（又は解除）までの間における対策
（警戒本部の設置）

第13条　委員長は、警戒宣言が発令された場合、警戒本部を防災センターに設置する。２　警戒本部の構成員は、第11条第２項（地震対策委員会）と同様とする。

３　警戒本部の任務は、次のとおりとする。

(1) 警戒宣言発令時における各種対応策の進行管理

(2) 消防計画に定められた事項のうち、重大な内容の臨時的変更

(3) 消防計画規定事項以外の突発的重大事項の決定

(4) 自衛消防隊及び職員に対する指示、命令

４　自衛消防隊の各班長及び各職場の責任者は、応急対策及び時差退社等の進行状況等必要な事項を、随時警戒本部に報告する。

５　警戒本部には、本部の表示板、各階の平面図及びトランシーバー等活動に必要な資機材を準備する。

（警戒宣言発令時の伝達等）

第14条　警戒本部は警戒宣言が発令された場合、教職員、生徒等に対して、放送設備により、別に定める放送文例をもって伝達するものとする。

（火気使用の中止等）

第15条　警戒宣言が発令された場合は、学内全て火気使用禁止とし、やむを得ず火気を使用する場合は、警戒本部長の承認を得て必ず教職員に監視させ、直ちに消火できる体制を講じておく。

２　エレベーターは、地震時管制運転装置付きのものを除き、運転を停止する。

（危険物等の安全措置）

第16条　警戒宣言が発令された場合は、危険物及び高圧ガスの取り扱いは直ちに中止し、やむを得ず取り扱う場合は、警戒本部長の承認を得て出火防止等の安全措置を講じたうえで行うものとする。

（工事及び高所作業の中止）

第17条　警戒宣言が発令された場合は、警戒本部長は、建築工事及び高所作業を行う者に対して、工事資機材の安全措置を施して工事等を中止させるものとする。

（被害防止措置）

第18条　警戒宣言が発令された場合に教職員が実施すべき被害防止措置は、次によるものとする。

(1) 窓ガラス等の破損、落下防止措置

(2) 照明器具類の固定

(3) 事務機器、備品等の転倒、落下防止措置

(4) 初期消火用具の確保

(5) 非常持出品の準備

（退社）

第19条　警戒本部長は、教職員等の退社状況を確認のうえ必要な保安要員等を除き、教職員を退社させるものとする。

２　各職場の責任者は、前項の状況を把握し、警戒本部長に報告するものとする。

第６節　防災教育及び訓練
（防災教育の実施時期）
第20条　防火管理者及び防火担当責任者は、次により教職員等に対して防災教育をしなければならない。
（1）教職員全員に対する教育
　　　○月及び○月の第1月曜日に実施する。
　　　ただし、防火管理者が必要と認めるときは、その都度行うことができる。
（2）新入教職員に対する教育

　　　採用時の研修期間のうち、防火管理者が必要と認める時間をあてるものとする。

2　防災教育の内容は、次によるものとする。
（1）消防計画の周知徹底
（2）火災予防上の遵守事項
（3）防火管理に対する職員各自の任務及び責任の周知徹底
（4）安全作業等に関する基本的事項
（5）震災対策に関する事項
（6）警戒宣言発令時の対応について

（7）その他火災予防上必要な事項
（消防訓練）
第21条　防火管理者は、次により消防訓練を行うものとする。
	訓練種別
	訓　練　内　容　及　び　対　象
	実施月日

	総　合　訓　練
	消火、通報、避難誘導、救護等について連携して行う。全員を対象とする。
	防災の日（週間）

春、秋の火災予防運動期間中

	部分訓練
	上記について個々に行う。

○学年教職員
	    月    日

	
	上記について個々に行う。

○学年教職員
	    月    日

	
	上記について個々に行う。

○学年教職員
	    月    日

	基礎訓練
	屋内消火栓等の操作及び取り扱い訓練（自衛消防隊、消火班員を対象とする。）
	随　　時

	図上訓練
	机上による想定訓練、自衛消防隊各班を対象とする。
	


2　震災訓練の実施は、各種消防訓練に準じて実施するとともに、関係機関の行う訓練又は地域において実施する訓練にその都度参加するものとする。

（訓練の実施、報告）
第22条　防火管理者は、自衛消防訓練の実施にあたり、所轄消防署に対し指導を要請する場合は、火災予防条例に定める消防訓練実施届を提出するものとする
2 防火管理者は、訓練の実施結果を防火管理台帳に記録しておくものとする

附　則　　この計画（規程）は、平成　年　月　日から施行する。

別表１

自衛消防組織編成表及び各任務分担表


　　　　　自衛消防本部





（ゴシック文字については、事業所の

　規模等により必要に応じて編成する。）
	任　　　務　　　分　　　担

	通報連絡班
	１１９番通報に関すること

非常放送に関すること

自衛消防隊長、地区隊長等への連絡に関すること

	消火班
	消火器、屋内消火栓等により初期消火に関すること

	避難誘導班
	災害発生時における在館者の避難誘導に関すること

逃げ遅れた人（在館者）の確認等に関すること

避難器具等を使用しての避難誘導に関すること


別表２―１　　　　　　　　　自衛消防隊（本部隊）の任務
	災害発生時の任務分担
	警戒宣言発令時の組織編成及び任務分担

	指揮班
	 １　隊長、副隊長の補佐

 ２　自衛消防本部の設置

 ３　地区隊への命令伝達及び情報収集

 ４　消防隊への情報提供及び災害現場への誘導

 ５　その他指揮統制上必要な事項
	　指揮班と情報班は、指揮情報収集班として編成
	 １　東海地震注意情報及び警戒宣言発令に関する情報の収集

 ２　放送設備、拡声器等を使用して在館者へ警戒宣言発令の周知

 ３　備蓄品及び救助、救出用資機材の確保、確認

４　建築構造、防火施設等の緊急点検

 ５　在館者の現状把握と混乱防止に主眼をおいた避難誘導の指示及び誘導状況の確認

 ６　公共交通機関の運行状況及び道路状況の把握、広報

 ７  地区隊各班を含め編成状況及び各任務の徹底

 ８　その他

	情報班
	 １　消防機関への通報及び通報確認

 ２　館内への非常放送及び避難誘導の指示、命令

 ３　関係者への連絡
	
	

	消火班
	 １　出火場所に直行し、消火器又は屋内消火栓による消火作業

 ２　地区隊が行う消火作業への指示

 ３　消防隊との連携及び補佐
	　消火班は、緊急点検班として編成
	　建物構造、防火戸、エレベーター、消防用設備等、危険物、電気、ガス等の緊急点検及びそれらの保安措置

	避難誘導班
	 １　出火階及び上層階に直行し、避難開始の指示命令の伝達

 ２　非常口の開放及び開放の確認

 ３　避難上障害となる物品の除去

 ４　未避難者、要救助者の確認及び本部への報告

 ５　ロープ等による警戒区域の設定
	　避難誘導班は、災害時と同じ避難誘導班として編成
	　混乱防止に主眼をおいた退館者の案内及び避難誘導

	安全防護班
	 １　火災発生地区へ直行し、防火シャッター、防火戸の閉鎖

 ２　非常電源の確保、ボイラー等危険物施設の供給運転停止

 ３　エレベーター、エスカレーターの非常時の措置
	　安全防護班は、緊急点検班として編成
	　上記消火班と同様の緊急点検班としての任務

	救出救護班
	 １　応急救護所の設置

 ２　負傷者の応急処置

 ３　救急隊との連携及び情報の提供
	　救出救護班は、情報収集班として編成
	　在館者の現状把握及び指揮情報収集班の指示による情報収集


※　ゴシック文字部分については、事業所の規模等により編成する。

別表２―２

自衛消防隊（地区隊）の任務

	災害発生時の任務分担
	警戒宣言発令時の組織編成及び任務分担

	通報連絡班
	 １　消防機関への通報及び通報確認

 ２　館内への非常放送及び指示命令の伝達

 ３　関係者への連絡
	　通報連絡班は、情報収集班として編成
	　管轄区域内における在館者の現状把握及びテレビ、ラジオ等による情報の収集と自衛消防隊長への報告

	消火班
	　消火器等による消火作業
	　消火班は、緊急点検班として編成
	　担当区域の転倒、落下防止措置

	避難誘導班
	 １　出火時における避難者の誘導

 ２　避難困難者、要救助者の確認

 ３　避難器具により逃げ後れた者を避難
	　避難誘導班は、災害発生時と同じ避難誘導班
	　本部の指揮により、混乱防止を主眼とした退館者の案内及び避難誘導避難誘導


別表３

夜間、休日の自衛消防組織編成表（例）
１　夜間の場合

	責任者（指揮者）
	隊　　　員
	任務（上段が、主な任務）

	自衛消防隊（本部隊）

指揮者

（宿日直責任者）
	（　　名）
	通報連絡班（　　名）

消火班　　（　　名）

	
	（　　名）
	消火班　　（　　名）

安全防護班（　　名）

	
	（　　名）
	消火班　　（　　名）

	
	（　　名）
	消火班　　（　　名）

通報連絡班（　　名）


備考

　就業時間外が想定のため在館の場合に限り組込む。

　警戒宣言発令時に招集される保安要員は、予め定められた任務を行う。

２　休日の場合

	責任者（指揮者）
	隊　　　員
	任務（上段が、主な任務）

	自衛消防隊（本部隊）

指揮者

（宿日直責任者）
	（　　名）
	通報連絡班（　　名）

消火班　　（　　名）

	
	（　　名）
	消火班　　（　　名）

安全防護班（　　名）

	
	※休日出勤者

（　　名）
	消火班　　（　　名）

通報連絡班（　　名）


備考

　※の出勤者については、就業時間外が想定のため在館の場合に限り組込む。

警戒宣言発令時に招集される保安要員は、予め定められた任務を行う。

別表４

東海地震注意情報が発表された場合の教職員等の時差退社計画表（例）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日作成

	学校（園）名
	

	総　　　　人　　　　員
	 　男子　　　　名　　女子　　　　名

 　　　　　　　　　　　　合計　　　　　名

	 　警戒宣言発令後の人員状況
	 　保安要員　　　　　　　名

 　学校職員　　　　　　　名

 　帰宅者　　　　　　　　名

	 　退社順位
	 　自宅まで

 　の距離等
	退社予定時刻
	退社予定人員

	
	
	日中に発令
	夕方に発令
	

	第１
	25km以上及び早期帰宅者
	３０分後
	１５分後
	男　　　　名

女　　　　名

	第２
	 20km以上

25km未満 
	４５分後
	３０分後
	男　　　　名

女　　　　名

	第３
	 15km以上 20km未満 
	１時間後
	４５分後
	男　　　　名

女　　　　名

	第４
	 15km未満
	１時間15分後
	１時間後
	男　　　　名

女　　　　名

	　本表は、２部作成し１部を○○（警戒本部）で保管し、１部を▲▲で保管する。


　

　備考

　１　人事異動があるごとに本表は、作成するものとする。

　２　表内日中とは、概ね始業開始時間から１５時までを、夕方とは、１５時以降終業時間までを表す。

　３　警戒宣言発令時に避難誘導等自衛消防活動にかかる人員については、必ず確保した上で時差退社の計画すること。

　４　交通機関の運行停止等により帰宅不能となった者は、学校に戻り必要な指示を受けるものとする。

別表５

地震対策委員会等構成表（例）

	委員名
	役職名
	警戒本部
	自衛消防組織

	委員長
	理事長

（校長）
	警戒本部長
	管理権原者

自衛消防隊長

	副委員長
	（教頭）
	警戒本部副長
	自衛消防副隊長

（防火管理者）

	副委員長
	○○主任
	統括地区隊長
	統括防火責任者

	委　　員
	○○主任
	統括地区副隊長
	

	
	
	○階地区隊長（責任者）
	○階統括火元責任者

	
	
	○階地区隊長（責任者）
	○階統括火元責任者

	
	
	○階地区隊長（責任者）
	○階統括火元責任者

	
	
	
	

	
	
	
	


別記様式

 eq \o\ad(消防訓練実施届,　　　　　　　　　　　　)
	平成　年　月　日

（あて先）名古屋市　　　消防署長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　届出者　　電話（　　　）　　　　　　番

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名

　　火災予防条例第６７条の規定により、消防訓練の実施を届け出ます。



	訓　練　日　時
	

	訓　練　場　所
	

	訓　練　目　的
	

	参　加　人　員
	

	訓　練　概　要
	

	備　　　　　考
	

	※　受　　　付　　　欄
	※　　経　　　　過　　　　欄

	
	


注　※印の欄は、記入しないでください。

備考　この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

Ａ地区隊　　　　　通報連絡班


（Ａ地区隊長）　　消火班


　　　　　　　　　避難誘導班


　　　　　　　　（安全防護班）


　　　　　　　　（救出救護班）


　　　　　　　　（その他必要班）





　　　　　　　　指揮班


自衛消防隊長


（管理権原者）　情報班


　　　　　　　「通報連絡等」


（副隊長）


　　　　　　　（消火班）


　　　　　　　（避難誘導班）


　　　　　　　（安全防護班）


　　　　　　　（救出救護班）


　　　　　　　（その他必要班）





Ｂ地区隊　　　　　通報連絡班


（Ｂ地区隊長）　　消火班


　　　　　　　　　避難誘導班


　　　　　　　　（安全防護班）


　　　　　　　　（救出救護班）


　　　　　　　　（その他必要班）








Ｃ地区隊　　　　　通報連絡班


（Ｃ地区隊長）　　消火班


　　　　　　　　　避難誘導班


　　　　　　　　（安全防護班）


　　　　　　　　（救出救護班）


　　　　　　　　（その他必要班）
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